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とする。 

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した構成員の確認を得た

後、公表するものとする。 

３ 協議会の資料、議事、取組状況等については、広く住民等へ周知を図る視点から、各

関係機関のホームページ等を通じて公表・周知を行い、防災・減災の啓発活動に努める

ものとする。 

（事務局） 

第７条 協議会の事務局を、関東地方整備局利根川上流河川事務所計画課、利根川ダム統合管理

事務所調査課、茨城県河川課、栃木県河川課、群馬県河川課、埼玉県河川砂防課及び千

葉県河川整備課に置く。 

   ２ 事務局の総括は利根川上流河川事務所計画課とする。 

（雑則） 

第８条 第３条の協議会については、災害・感染症拡大等の状況を鑑みて、書面等にて開催する

ことができるものとする。 

第９条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な事項につ

いては、協議会で定めるものとする。 

（附則） 

第１０条 本規約は、令和２年８月２１日から施行する。 

     令和２年９月１８日 改定。 

     令和３年２月２６日 改定。 

     令和４年３月 ９日 改定。 

令和５年３月２７日 改定。

     令和５年６月２０日 改定。
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